
スロベニア情勢（２０１３年１月：月報）

在スロベニア日本国大使館

２０１３年２月

１．内政

Ⅰ連立の崩壊

（１）首相及びリュブリャナ市長の汚職対策法違反

８日、スロベニア汚職防止委員会は、最大与党民

主党（SDS）党首のヤンシャ首相及び最大野党「積

極的なスロベニア（PS）」党首のヤンコヴィッチ・リュ

ブリャナ市長が汚職対策法に違反していることを報

告した。

スロベニアでは、汚職対策法に基づき、公職にあ

る者は現金取引や不動産保有状況等を報告する

義務がある。今般、汚職防止委員会は全議会政党

党首の資産について調査を行い、SDS 党首のヤン

シャ首相及びPS党首のヤンコヴィッチ・リュブリャナ

市長に資産の不正申告があることを発表した。ヤン

シャは２００４年から２０１２年４月の間に累計約２１

万ユーロの資産の申告漏れが発見された。ヤンシ

ャは２００５年の不動産購入に際し１０万ユーロの利

益を得ており、右取引が同首相の親族が手がける

事業と結びついていることから汚職の疑いが取り沙

汰されている。一方、ヤンコヴィッチは２００６年から

２０１２年５月の間に累計約２４０万ユーロの資産の

申告漏れが発見された。不正申告が指摘された資

産の一部（２０万８０００ユーロ）はリュブリャナ複合

スタジアム施設 Stozice の建設を請け負ったGrep

社からの入金であり、右取引についてはヤンコヴィ

ッチをはじめとする関係者数名が現在取り調べを受

けている。

ヤンシャは、今回の委員会の報告を全面的に否

定し、調査に際し裏で政治的意図が働いていると主

張した。ヤンコヴィッチは、同委員会の報告を全面

的に否定し、リュブリャナ市政においていかなる不

正も行われていない旨強調したが、その後 PS 党首

職を“凍結”した。

１．内政

●スロベニア汚職防止委員会が、最大与党民主党党首のヤンシャ首相及び最大野党「積極的なスロベ

ニア」党首のヤンコヴィッチ・リュブリャナ市長の汚職対策法違反を報告した。

●「市民のリスト」が連立政権離脱を決定し、ヴィラント党首が国民議会議長の職から退いた上、同党所

属の財務大臣及び法務・公共行政大臣が辞任の意向を表明した。

●政府の緊縮財政政策とそれに伴う公務員給与削減に抗議し、１０万名の公務員による全国規模のスト

ライキが実施された。

２．経済

●一部労働組合が国家ホールディング設立法に対する違憲審査の申し出を行った。

●２０１２年１月から１１月の期間にスロベニアの民間銀行が生み出した損失について、総額３０７．２百

万ユーロであったことが明らかになった。

３．外交

●スロベニア政府は、シリア反体制派勢力の「シリア国民連合」を承認した。

●スロベニア政府は、２月１１日までにスロベニア・クロアチア国境画定仲裁裁判所への提出が求められ

ていた報告書について、提出の先延ばしを決定した。



（２）「市民のリスト」党の連立政権離脱

汚職防止委員会によるヤンシャ首相の汚職対策

法違反の報告を受け、１２日、ヴィラント「市民のリ

スト（DL）」党首はヤンシャ首相の辞任を要求し、１０

日以内に同首相が辞任しない場合には、DLが連立

政権より離脱する旨の最後通牒を突きつけた。２２

日の最後通牒期限までに、ヤンシャ首相は、辞任も

しくは解散総選挙へ向けた信任決議実施の意向を

示さなかった。これを受け翌２３日、DL は連立政権

からの離脱を決定し、同党所属のシュシュテルシッ

チ財務大臣及びプリチャニッチ法務・公共行政大臣

の辞任を発表した。また、ヴィラント DL 党首も国民

議会議長の職から退く意向を表明した。

今回の DL連立離脱を受け、国民議会における

与党議席数は４１議席となり過半数（４６議席）を下

回ることとなる。

ヤンシャ首相の汚職対策法違反を巡っては、DL

と共に政権与党の年金者党（DeSUS）と人民党

（SLS）も首相の辞任を要求しており、連立離脱を示

唆している。DeSUS の連立離脱が決定した場合、２

月２２日に同党党首のエリヤヴェツ外務大臣を始め

とする同党所属の閣僚及び次官が辞任を申し出る

とされている。一方、SLS は次の本会議が終了する

３月までは連立政権に留まるとされている。

Ⅱその他

（１）公務員によるストライキ

２３日、政府の緊縮財政政策とそれに伴う公務員

給与削減に抗議し、１０万名の公務員による全国規

模のストライキが実施された。これにより、全国の大

学、学校、幼稚園が閉鎖され、医療機関は緊急の

みの対応となった。また、同公務員ストライキに呼

応する形で、電気・鉄鋼産業の労働組合を中心とし

た民間企業の労働者約１４０００名が賃金引き下げ

に対しストライキを実施した。

これに対し、シュシュテルシッチ財務大臣及び商

工会議所は、労働組合の申し出が合理性に欠ける

とし、当該ストライキを批判した。

２．経済

Ⅰ金融・財政問題

（１）国家ホールディング設立法等を巡る問題

２１日、一部労働組合と労働者評議会が共同で、

昨年議会で可決された国家ホールディング設立法

に対する違憲審査の申し出を行った。同労働組合

は、国家ホールディングの監督委員会に労働者代

表の枠を設けるよう政府に当該法律の条項変更を

求めており、現行法では労働者の参加が保障され

ていないと主張している。

２２日には、野党の社会民主党（SD）が、国家ホー

ルディング設立法及びバッドバンクの設立を規定し

た銀行安定強化法の個別条項に対する違憲審査

の申し出及び当該２法案の施行延期を求める意向

であることを発表した。

（２）バッドバンクの設立について

２２日、シュシュテルシッチ財務大臣は、銀行の不

良債権を買い取るバッドバンクに対して国が発行す

る担保により、本年の財政赤字が増加し、GDP 比

３％以下に財政赤字を抑えるという EU の目標値を

達成できない可能性があることを認めた。昨年可決

された銀行安定強化法に基づき、バッドバンクに対

して最大４十億ユーロの国の担保が当てられる見

通し。

（３）２０１２年スロベニア民間銀行の損失

２４日、スロベニア中央銀行は、２０１２年１月から

１１月の期間にスロベニアの民間銀行が生み出した

損失について、総額３０７．２百万ユーロであること

を発表した。２０１１年の同時期の損失１０１．１百万

ユーロから大幅に増加した。減損額及び準備金を

合わせると１．０１十億ユーロであり、前年比２９％

の増加となった。

Ⅱ各種統計

（１）失業率



スロベニア統計局によると、２０１２年１１月時点

の失業率が１２．２％を記録し、前月比０．１％の増

加となった。

（２）平均賃金

スロベニア統計局によると、２０１２年１１月の平均

賃金が１０３５ユーロを記録し、前月比４．９％増、前

年比１．８％減となった。

（３）スロベニア企業業績

２４日、スロベニア医薬品製造会社のクルカ社が２

０１２年業績を発表した。同社によれば、昨年の総

収益が１．１４３十億ユーロで前年比６％増、純益が

１５５百万ユーロで前年比３％増となり、２０１２年の

同社の総収益のうち９２％が海外市場で創出された。

３．外交

（１）シリア問題

３日、スロベニア政府は、シリア反体制派勢力の

「シリア国民連合」を承認した。政府プレスリリース

によると、アサド大統領はもはやシリアを統治し続

けることへの正当性を失っているのが明らかである

一方、「シリア国民連合」は国際社会との対話にお

ける重要かつ信頼できるパートナーとして地位を確

立しつつあるとしている。

また、シリア危機に対するスロベニアの立場は変

わらないとした上で、今日のシリアの危機的状況に

対する責任の大部分は現体制側にあり、暴力と深

刻な人権侵害を直ちに止めさせ、人道に対する罪

は調査されなければならない旨強調した。さらに、

シリア国民連合によるシリア危機の平和的解決、民

主的政府の普遍原理、人権の尊重へ向けた取り組

み、及び国連安保理よる断固たる決議の採択に対

して期待が表明された。

スロベニアは、２０１２年１０月、シリア難民保護を

目的としたＵＮＨＣＲのプログラムに６万ユーロを拠

出した。また、国連シリア監視団（ＵＮＳＭＩＳ）へスロ

ベニア軍兵士１名を派遣している。

なお、１１日には、スロベニア、アイルランド、デン

マーク、オーストリアの４ヶ国外相がシリア問題のＩＣ

Ｃ付託に関する共同書簡に署名した。

（２）中国国防相のスロベニア訪問

９日、梁中国国防相がスロベニアを訪問し、ホイス

国防相と両国の軍事協力につき協議するとともに、

南東欧及びアジア太平洋地域情勢についても意見

交換した。ホイス国防相は会談後の記者会見にお

いて、梁国防相より日本との島の領有を巡る問題

について歴史及び中国の立場に関する詳細な説明

があった旨述べ、スロベニアとしては、同問題は中

国と日本の二国間で平和的に解決されるべきとの

立場を表明した。同日、梁国防相はヤンシャ首相と

も会談し、両国間の経済協力についても意見交換

した。

（３）クロアチア国境問題

２４日、スロベニア政府は、２月１１日までにスロベ

ニア・クロアチア国境画定仲裁裁判所への提出が

求められていた報告書について、提出の先延ばし

を決定した。期限までに報告書の採択ができなかっ

たのは、今回を含め２回目となる。

ヤンシャ首相は、報告書の採択を先延ばしにした

理由について、よく準備できていないためとし、当該

報告書は国民議会の外交政策委員会及び本会議

でも審議されるべきと主張した。これに対し、エリヤ

ヴェツ外務大臣は、当該報告書は法律家チームと

協議を重ねて作成したものであり、専門的によく準

備できているとし、ヤンシャ首相の批判を否定した。


